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1. ご挨拶 

 

日本テニス協会は、2012 年度以降、テニス基本データの編纂とテニス環境の改善に資する調査

を実施し、その調査結果は「テニス環境等調査報告書」として公表しています。 2020 年度は、

緊急特別調査として、コロナ禍がテニス事業者の経営に与えている影響について調査を行いまし

た。コロナ禍が年度を通して継続した 2021 年度の本調査では、With コロナでのテニスの在り方

に照準を当てた調査を行い、また、開催が 1年延期となった東京オリンピック・パラリンピック

がテニス界に与えた影響も調査対象に加えました。 

 

日本テニス協会は、新しいスポーツ様式に代表されるテニスを取り巻く環境変化がテニス界、

特にテニス事業者の経営に与える影響及びその対応策を継続的に調査・把握をし、広くテニス関

係者へ情報共有を続けていきます。さらに、自立自走するテニス界を目指し、外部イベントとの

連携やその効果測定を実施して共有することで、連携の知見を増やすと共に更なるテニスの価値

向上のための施策を打ち出すための基本市場データの構築も目指しており、2021 年度調査はその

ための第一歩として位置付けました。なお、本報告書は過去の分を含め本協会公式ホームページ

で閲覧頂けます。 

 

本調査の実施に当たり、スポーツ環境調査助成事業としてご支援いただいた独立行政法人日本

スポーツ振興センター様、アンケート調査の準備にご協力いただいた公益社団法人日本テニス事

業協会様、そしてアンケートにご回答いただいた全国のテニス事業者の皆様に厚く御礼を申し上

げます。 

 

2022 年 3 月 

 

公益財団法人日本テニス協会 

会長 山西健一郎 
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2. コロナ禍での民間テニス事業者の経営実態調査 

 
(1) 調査実施概要 

調査目的 公益社団法人日本テニス事業協会の協力を得て、全国のテニス事業者を対

象としたアンケート調査を実施。2020 年に発生した新型コロナウイルス感

染症の拡大による経営環境の変化とコロナ 2 年目における取組状況、およ

びオリンピック・パラリンピック開催後における事業環境への影響を把握

する。 

調査対象 全国のテニス事業者 816 事業所  

調査方法 郵送配布郵送回収法 

回答状況 有効回答 450s   有効回収率 55.1％ 

調査時期 2022 年 2 月～3 月 

調査主体 公益財団法人 日本テニス協会 

調査協力 公益社団法人 日本テニス事業協会 

調査実施 （株）日本リサーチセンター 

 

(2) 調査結果の概要 

 

1 テニス事業者の地域分布・組織形態・サービス内容 

日本テニス協会では、2021 年度、全国のテニス事業者 816 事業所を対象に、郵送配付郵送回収

による調査を実施し、450 の事業所から回答を得た。下記では、回答のあった全国 450 事業所の

概況をまとめている。 

2021 年度調査の対象となった事業所と回答のあった事業所の地域別の分布をみると、いずれも

関東が 4 割台で最も多く、2 番目が関西、3 番目が東海となっている（図表 1-1）。 
 

図表 1-1：テニス事業者調査 回収状況（地域別）（n=450 事業所） 
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事業形態をたずねたところ、「テニス単独の事業所」が 76.0％で最も多い。次いで「スポーツ

クラブ等で種目にテニス含む」が 12.4％、その他が 10.7％である。（図表 1-2）。 

 

図表 1-2：テニス事業者 事業形態（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国のテニス事業者に、提供しているサービス内容を複数回答でたずねたところ、「テニススク

ール」が 84.2％で最も多い。次いで「レンタルコート」が 72.0％、「会員制テニスクラブ」が 47.1％

の順である（図表 1-3）。 

 

図表 1-3：テニス事業者のサービス内容（n=450 事業所） 
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サービス内容の組み合わせを見たところ、「スクール及び面貸し」（32.2％）、「会員制、スクー

ル及び面貸し」（28.9％）がそれぞれ 3 割前後で、この二つで全体の 6 割（61.1％）を占める。以

下、「スクールのみ」（12.4％）、「会員制及びスクール」（10.7％）、「面貸しのみ」（7.3％）、「会員

制のみ」（4.0％）、「会員制及び面貸し」（3.6％）の順で続く（図表 1-4）。 

 

図表 1-4：テニス事業者のサービス内容組み合わせ（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テニスコートの設置場所をたずねたところ、「屋外（アウトドア）のみ」が最も多く 50.9％、「屋

内（インドア）のみ」が 26.4％、「両方（インドア＆アウトドア）」が 21.8％であった（図表 1-5）。 

 

図表 1-5：テニスコート設置場所（n=450 事業所） 
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2 新型コロナウイルスと経営状況 

 

1)売上高の増減(前年度比) 

 

2021 年度の売上高について前年度比をたずねた。全体でみると、「減った」が 40.4％で全

体の 4 割を占める。「増えた」は 28.4％で、「減った」が「増えた」を 10 ポイント以上上回

った。（図表 2-1-1）。 

 

図表 2-1-1：事業所の売上高の前年同期比の増減（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

テニス部門の形態別に売上高の増減を見ると、テニス単独の事業所の方は、スポーツクラ

ブ等で種目にテニスを含む事業所に比べて「変わらない」が約 3割（31.6％）で多い。 

コート形態別にみると、「増えた」の割合は、「屋内（インドア）のみ」（37.8％）と「両方

（インドア＆アウトドア）」（32.7％）がそれぞれ 3割台であるのに対して、「屋外（アウトド

ア）のみ」は 2割台（22.3％）であった。 

地域別にみると、関東は「増えた」が34.7％で最も高く、次いで関西(28.8％)、東海(27.3％)、

中国(22.2％)が 2 割台で続く。北海道・東北・北信越・四国は「減った」が 5～6 割を占め、

過半数が、売上高が減ったと回答した（図表 2-1-2）。 
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図表 2-1-2：属性別に見た事業所の売上高の前年同期比の増減（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-2：事業所の売上高の前年同期比の増減（n=450 事業所） 
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2) 新型コロナウイルスの影響と「ｗｉｔｈコロナ」の状況下での施策 

 

新型コロナウイルス感染症拡大前と比べて、具体的にどのような変化があったか、オミク

ロン株が急拡大する前の状況を回答してもらった。 

項目別にみていくと、「会員数・生徒数（一般／19 才以上）」は、「増えた」が 20.9％、「減

った」が 39.3％で、「減った」が「増えた」を 18.4 ポイント上回る。 

「会員数・生徒数（ジュニア／18 才以下）」は、「増えた」が 15.3％、「減った」が 44.2％

で、「減った」が「増えた」を 28.9 ポイント上回る。 

「レンタルコートの利用割合」は、「変わらない」が 38.9％で最も多く、「増えた」23.3％

と「減った」23.8％は、ほぼ同じ割合であった。 

「グループ レッスン」は、「変わらない」が 50.7％で最も多い。「増えた」は 7.8％、「減

った」は 18.9％で、「減った」が「増えた」を 11.1 ポイント上回る。 

「プライベート レッスン」は、「変わらない」が 53.3％で最も多い。「増えた」は 11.6％、

「減った」は 14.7％で、「減った」が「増えた」を若干（3.1 ポイント）上回る。 

「大会・イベント・キャンペーン」は、「増えた」が 6.0％、「減った」が 47.6％で、「減った」

が「増えた」を 41.6 ポイントと大きく上回る。「減った」の割合が各項目の中で最も高く、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を最も受けて減少したのは「大会・イベント・キャン

ペーン」といえる。 

項目間を比較すると、「増えた」の割合が多いのは、「レンタルコートの利用割合」（23.3％）、

「会員数・生徒数（一般／19 才以上）」（20.9％）、「会員数・生徒数（ジュニア／18 才以下）」

（15.3％）などであった。 

「減った」の割合が多いのは「大会・イベント・キャンペーン」（47.6％）、「会員数・生徒

数（ジュニア／18 才以下）」（44.2％）、「会員数・生徒数（一般／19 才以上）」（39.3％）など

でそれぞれ 4割前後であった。 

その他に「増えた」ものとしては、具体的には「オートテニス」「体験レッスン」「初心者」

「ジュニアのゲーム練習会」「感染症対策の経費」（各 1件）などがあがった（図表 2-2）。 

 

図表 2-2：新型コロナウイルス感染症拡大による事業経営の変化 項目別（n=450 事業所） 
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新型コロナ「オミクロン株」の急拡大による影響は、「参加者や客数が減った」が 48.2％、

「売り上げが減った」が 43.3％となり、ともに 4 割台で高く、次いで、「感染や濃厚接触に

よるコーチ・スタッフの出勤停止があった」が約 3割（29.6％）であった。「休校・閉鎖する

期間があった」（19.6％）、「営業日や営業時間を縮小した」（11.1％）、「1 コートあたりの定

員を減らした」（10.7％）などの項目は 1割台であった（図表 2-3）。 

 

図表 2-3：新型コロナ「オミクロン株」の急拡大による影響（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ｗｉｔｈコロナ」の状況下でテニス事業を継続していく上でアピールしていることとし

ては、「感染防止対策の具体的な取り組み状況を情報発信」が 7割近く（67.3％）で最も多く

あがった。以下、「プレーヤー同士の距離が保てる(ソーシャルディスタンスが保てる)点をア

ピール」（57.1％）、「運動不足になりがちな中で健康増進できる点をアピール」（56.4％）、「屋

外レジャースポーツとして３密（密閉・密集・密接）を回避できる点をアピール」（51.3％）、

「参加人数制限による３密（密閉・密集・密接）の回避をアピール」（45.8％）の順で続く（図

表 2-4）。 

図表 2-4：テニス事業継続のためにアピールしている点（n=450 事業所） 
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「with コロナ」の状況が 2 年目を迎えた 2021 年度の試みをたずねた。実施率（全体から

「該当しない・実施していない」と「無回答」を除いた数値）は、「一般会員・生徒の募集活

動強化」（69.6％）、「キッズ・ジュニア会員生徒の募集活動強化」（64.0％）が 6割台で高い。

次いで「大会・イベント数の増加」（46.2％）、「プライベートレッスン枠の増加」（39.5％）、

「スクール枠の増加」（39.3％）、「レンタルコート枠の増加」（38.7％）が 3～4割であがった。 

「新しく始めた」という項目は、最も多いものでも「スクール枠の増加」の 4.4％で 1 割未

満と少ない。「中断していたが再開した」は「大会・イベント数の増加」が 10.9％で他の項

目に比べると高い（図表 2-5）。 

 

図表 2-5：新型コロナウイルス感染症拡大後の事業経営の変化 項目別（n=450 事業所） 
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3 オリンピックについて 

 

テニス事業者の立場としてオリンピック開催へどの程度関心があったかたずねたところ、

「とても関心があった」が 33.3％で、「やや関心があった」の 33.6％を合わせると、合計 66.9％

が『関心があった』と回答した（図表 3-1）。 

 

図表 3-1：テニス事業者の立場としてのオリンピック開催の関心度（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オリンピックに関連したキャンペーンやイベントを実施した事業所は、全体の 8.2％と 1

割未満であった（図表 3-2）。キャンペーン・イベントの具体的な実施内容は、「優勝選手予

想」が43.2％で最も高く、「関連商品の販売キャンペーン」（24.3％）、「イベント・大会」（16.2％）、

「テレビなどによる試合観戦」（10.8％）などが続く（図表 3-3）。キャンペーンやイベント

の効果については、全体の約 3 分の 2(67.6％)が「(効果が)あった」と回答している（図表

3-4）。 

 

図表 3-2：オリンピックに関連したキャンペーンやイベントの実施有無（n=450 事業所） 
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図表 3-3：オリンピックに関連したキャンペーンやイベントの実施内容（n=37 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4：キャンペーンやイベントの効果（n=37 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オリンピック開催により、どのような影響があったかを全事業所に対してたずねたとこ

ろ、「影響はなかった」が 7 割(70.0％)で最も多いものの、「会員同士のコミュニケーション

の活発化」を全体の約 4分の１(25.8％)の事業所があげている（図表 3-5）。 
 

図表 3-5：オリンピック開催による影響（n=450 事業所） 
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4 パラリンピックについて 

パラリンピックについても同様に、関心度やキャンペーン・イベントの実施状況をたずね

た。 

パラリンピックへの関心度は「とても関心があった」が 22.0％で、「やや関心があった」

の 32.2％を合わせると、合計 54.2％が『関心があった』と回答した。オリンピックへの関心

度（合計 66.9％）と比べると若干低いものの、半数以上がパラリンピックへ関心を持ってい

たといえる（図表 4-1）。 

 

図表 4-1：テニス事業者の立場としてのパラリンピック開催の関心度（n=450 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パラリンピックに関連したキャンペーンやイベントを実施した事業所は、全体の 0.9％(回

答件数 4件)と少なかった（図表 4-2）。キャンペーン・イベントの具体的な実施内容は、「新

規入会キャンペーン」「テレビなどによる試合観戦」「レッスン内イベント」が各 1 件であっ

た（図表 4-3）。パラリンピック関連のイベント実施率は非常に低いものの、実施した事業所

では、4件中 3件が「（キャンペーン・イベントの効果が）あった」と回答している（図表 4-4）。 

 

図表 4-2：パラリンピックに関連したキャンペーンやイベントの実施有無（n=450 事業所） 
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図表 4-3：パラリンピックに関連したキャンペーンやイベントの実施内容（n=4 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-4：パラリンピック関連のキャンペーンやイベントの効果（n=4 事業所） 
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パラリンピック関連のキャンペーン・イベントを実施しなかった事業者にその理由をたず

ねたところ、「お客の関心が低そうだった」（32.0％）、「アイデアが浮かばなかった」（30.2％）、

「もともと、やる気・関心がなかった」（28.6％）がそれぞれ 3 割前後で、「リソースが不足

していた」が約 2割（21.2％）であった（図表 4-5）。 

 

図表 4-5：パラリンピック関連のキャンペーンやイベントを実施しなかった理由（n=444 事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パラリンピックに関連して、事業所内での車いすの人の受け入れ態勢についてたずねた。 

受け入れ態勢が「整っている」と回答した事業所は全体の約 1 割（11.1％）で、9 割近く

（88.4％）は「整っていない」と回答した（図表 4-6）。 

 

図表 4-6：車いす利用者の受け入れ体制の有無（n=450 事業所） 
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3. 日本テニス協会 登録選手・公認審判員・公認指導者 登録者数 

 

2021 年時点の日本テニス協会の登録選手、公認審判員、公認指導者の都道府県別人数をま

とめた。参考データとして前年比も掲載した。 

「プロ登録選手」は男子 207 人、女子 147 人で男女計 354 人。前年に比べて、男子が 42

人減少、女子は変動なし。 

「一般登録選手」は男子 2,110 人、女子 1,089 人で男女計 3,199 人。前年の 2,499 人に比

べて、全体で 700 人増となり、性別では、男子 434 人、女子 266 人の増加。 

「ベテラン登録選手」は男子 5,133 人、女子 2,675 人で男女計 7,808 人。前年に比べて、

全体で 138 人増加した。 

以上のプロ登録選手、一般登録選手、ベテラン登録選手の合計は 11,361 人。前年比でみる

と 796 人増加した。 

今回初めて掲載するジュニア選手の登録者数は、男子 35,232 人、女子 20,936 人、男女計

56,168 人であった。 

「公認審判員」は男子 1,686 人、女子 1,976 人で男女計 3,662 人。前年比は全体で 150 人

減少した。 

S 級エリートコーチを除く公認指導者は合計 4,222 人。前年に比べて 286 人減少した。 
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男子 対前年 女子 対前年 計 対前年 男子 対前年 女子 対前年 計 対前年

北 海 道 3 -3 0 -1 3 -4 43 +15 12 +6 55 +21

青 森 県 0 0 0 0 0 0 3 +2 1 0 4 +2

岩 手 県 0 0 0 0 0 0 18 +6 6 +3 24 +9

宮 城 県 0 -1 0 0 0 -1 9 +6 7 +3 16 +9

秋 田 県 0 0 0 0 0 0 3 +1 2 +1 5 +2

山 形 県 2 +1 0 0 2 +1 2 -1 3 0 5 -1

福 島 県 0 0 0 0 0 0 10 0 6 +1 16 +1

茨 城 県 1 0 5 0 6 0 51 +11 17 +4 68 +15

栃 木 県 4 +1 1 0 5 +1 27 +4 8 -5 35 -1

群 馬 県 2 -1 7 +1 9 0 40 +17 23 +7 63 +24

埼 玉 県 14 -4 11 +4 25 0 311 +65 258 +50 569 +115

千 葉 県 13 +1 12 0 25 +1 147 +39 68 +10 215 +49

東 京 都 61 -13 41 -4 102 -17 363 +56 182 +26 545 +82

神奈川県 31 -11 17 -3 48 -14 223 +47 83 +22 306 +69

新 潟 県 0 0 2 -2 2 -2 10 +1 7 0 17 +1

富 山 県 0 0 0 0 0 0 8 +1 1 0 9 +1

石 川 県 1 0 0 0 1 0 19 0 7 +1 26 +1

福 井 県 1 0 1 0 2 0 16 +4 3 +1 19 +5

山 梨 県 1 0 1 0 2 0 30 +8 13 0 43 +8

長 野 県 1 -1 0 0 1 -1 14 +3 5 +1 19 +4

岐 阜 県 3 0 0 0 3 0 21 +4 9 +7 30 +11

静 岡 県 4 -3 2 0 6 -3 32 +10 15 +10 47 +20

愛 知 県 9 -1 8 +1 17 0 91 +20 51 +25 142 +45

三 重 県 4 0 1 -2 5 -2 19 +3 9 +6 28 +9

滋 賀 県 3 0 0 0 3 0 19 +5 7 +2 26 +7

京 都 府 6 -1 7 +2 13 +1 47 +6 23 +6 70 +12

大 阪 府 15 +1 7 +2 22 +3 133 +21 72 +17 205 +38

兵 庫 県 16 -4 11 0 27 -4 117 +37 48 +8 165 +45

奈 良 県 0 -2 1 0 1 -2 13 -2 14 +10 27 +8

和歌山県 0 0 0 0 0 0 11 0 5 +3 16 +3

鳥 取 県 0 0 0 0 0 0 1 -1 1 0 2 -1

島 根 県 0 0 1 -1 1 -1 4 0 0 0 4 0

岡 山 県 2 0 1 +1 3 +1 17 +5 15 +8 32 +13

広 島 県 0 0 1 0 1 0 40 +10 12 -1 52 +9

山 口 県 1 0 0 0 1 0 12 +4 5 +4 17 +8

徳 島 県 1 -1 0 0 1 -1 4 -2 3 +2 7 0

香 川 県 0 0 0 0 0 0 12 -1 2 0 14 -1

愛 媛 県 0 0 1 0 1 0 10 -2 5 -1 15 -3

高 知 県 1 0 0 0 1 0 3 +2 1 +1 4 +3

福 岡 県 6 +1 3 -1 9 0 99 +29 51 +19 150 +48

佐 賀 県 0 0 1 +1 1 +1 8 +1 6 +1 14 +2

長 崎 県 0 0 1 +1 1 +1 4 -3 1 +1 5 -2

熊 本 県 0 0 1 0 1 0 11 +2 3 0 14 +2

大 分 県 1 -1 0 0 1 -1 13 +3 7 +6 20 +9

宮 崎 県 0 0 0 0 0 0 6 +1 3 0 9 +1

鹿児島県 0 0 0 0 0 0 9 0 3 0 12 0

沖 縄 県 0 0 2 +1 2 +1 7 -3 6 +1 13 -2

合　　計 207 -42 147 0 354 -42 2,110 +434 1,089 +266 3,199 +700

プロ登録選手 一般登録選手地域

日本テニス協会（2021)
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男子 対前年 女子 対前年 計 対前年 対前年 男子 女子 計 男子 対前年 女子 対前年 計 対前年

北 海 道 137 +10 109 -2 246 +8 304 +25 1,717 1,177 2,894 70 +5 143 +3 213 +8

青 森 県 8 -1 4 0 12 -1 16 +1 579 410 989 30 +10 33 +20 63 +30

岩 手 県 24 +3 15 0 39 +3 63 +12 425 271 696 21 0 28 0 49 0

宮 城 県 51 -6 15 -3 66 -9 82 -1 598 376 974 6 0 31 -1 37 -1

秋 田 県 13 +1 4 0 17 +1 22 +3 67 46 113 14 0 24 0 38 0

山 形 県 12 +2 6 +1 18 +3 25 +3 272 232 504 22 0 20 0 42 0

福 島 県 30 -1 9 0 39 -1 55 0 427 329 756 40 0 12 +1 52 +1

茨 城 県 72 -4 34 -8 106 -12 180 +3 375 204 579 8 -72 21 -11 29 -83

栃 木 県 68 +6 18 +2 86 +8 126 +8 339 164 503 49 +24 53 +11 102 +35

群 馬 県 53 +2 21 -2 74 0 146 +24 500 265 765 18 +4 24 +4 42 +8

埼 玉 県 427 +24 243 -8 670 +16 1,264 +131 888 442 1,330 74 +5 100 0 174 +5

千 葉 県 348 +13 128 +5 476 +18 716 +68 772 421 1,193 79 -7 60 -3 139 -10

東 京 都 983 +37 611 -22 1,594 +15 2,241 +80 1,027 586 1,613 190 -29 201 +7 391 -22

神奈川県 758 +26 379 +7 1,137 +33 1,491 +88 683 383 1,066 98 -7 106 -3 204 -10

新 潟 県 43 +4 19 +3 62 +7 81 +6 315 175 490 38 +10 30 +3 68 +13

富 山 県 16 +2 8 -3 24 -1 33 0 644 397 1,041 37 -6 45 -4 82 -10

石 川 県 37 +6 16 -2 53 +4 80 +5 1,248 794 2,042 21 -1 33 -2 54 -3

福 井 県 10 +1 6 +1 16 +2 37 +7 352 246 598 43 -16 17 -11 60 -27

山 梨 県 17 -1 5 0 22 -1 67 +7 443 314 757 14 -4 10 -3 24 -7

長 野 県 39 +3 29 -3 68 0 88 +3 862 555 1,417 7 -1 9 -3 16 -4

岐 阜 県 58 +5 41 -4 99 +1 132 +12 543 327 870 19 -1 12 +1 31 0

静 岡 県 114 +6 48 -4 162 +2 215 +19 711 427 1,138 52 +1 28 -1 80 0

愛 知 県 164 +8 99 -1 263 +7 422 +52 3,436 2,162 5,598 58 +3 95 +1 153 +4

三 重 県 38 +3 26 +3 64 +6 97 +13 410 285 695 36 +11 82 -14 118 -3

滋 賀 県 45 -2 31 -2 76 -4 105 +3 320 190 510 65 +9 35 +10 100 +19

京 都 府 119 +9 55 -2 174 +7 257 +20 879 594 1,473 15 +2 15 0 30 +2

大 阪 府 296 -6 128 -10 424 -16 651 +25 3,994 1,969 5,963 93 -16 70 -7 163 -23

兵 庫 県 360 0 184 -3 544 -3 736 +38 2,424 1,393 3,817 31 -3 52 -4 83 -7

奈 良 県 86 +8 25 -3 111 +5 139 +11 1,116 616 1,732 20 0 15 0 35 0

和歌山県 27 +1 6 +1 33 +2 49 +5 729 416 1,145 48 +3 38 0 86 +3

鳥 取 県 9 0 2 -1 11 -1 13 -2 100 61 161 7 -2 8 -1 15 -3

島 根 県 8 +1 4 0 12 +1 17 0 535 295 830 26 +15 32 +12 58 +27

岡 山 県 62 +6 66 -4 128 +2 163 +16 486 223 709 18 0 33 0 51 0

広 島 県 106 +1 39 +1 145 +2 198 +11 469 211 680 37 -2 52 -5 89 -7

山 口 県 35 +1 7 -1 42 0 60 +8 525 337 862 18 -1 12 -1 30 -2

徳 島 県 24 -2 17 +5 41 +3 49 +2 275 135 410 15 -6 20 -3 35 -9

香 川 県 34 +2 20 +5 54 +7 68 +6 933 676 1,609 13 -1 23 0 36 -1

愛 媛 県 35 -1 11 +2 46 +1 62 -2 521 347 868 14 -1 16 -1 30 -2

高 知 県 10 +4 11 +3 21 +7 26 +10 468 294 762 18 -1 14 0 32 -1

福 岡 県 212 +3 133 +2 345 +5 504 +53 843 364 1,207 34 -6 66 -1 100 -7

佐 賀 県 34 0 6 0 40 0 55 +3 448 299 747 11 -13 29 -7 40 -20

長 崎 県 25 +3 10 +1 35 +4 41 +3 102 85 187 19 -1 41 -1 60 -2

熊 本 県 28 0 9 -2 37 -2 52 0 343 156 499 8 0 10 0 18 0

大 分 県 15 +4 2 +1 17 +5 38 +13 684 372 1,056 34 -1 37 -2 71 -3

宮 崎 県 11 -2 7 -1 18 -3 27 -2 225 131 356 10 -2 25 -1 35 -3

鹿児島県 24 +1 3 0 27 +1 39 +1 53 52 105 64 -30 103 -3 167 -33

沖 縄 県 8 +4 6 +2 14 +6 29 +5 1,127 732 1,859 24 -1 13 -1 37 -2

合　　計 5,133 +184 2,675 -46 7,808 +138 11,361 +796 35,232 20,936 56,168 1,686 -129 1,976 -21 3,662 -150

ベテラン登録選手 公認審判員ジュニア選手選手合計

(ﾌﾟﾛ・
一般・
ﾍﾞﾃﾗﾝ）

地域

日本テニス協会（2021)



19 

 

　　*1
コーチ1

対前年
　　*2
コーチ2

対前年
　　*3
コーチ3

対前年
　　*4
コーチ4

対前年 教師 対前年
上級
教師

対前年
指導者
合計

対前年
S級

エリート

コーチ
対前年

北 海 道 66 -19 44 -6 5 -2 3 +1 4 0 1 0 123 -26 0 0

青 森 県 33 +1 17 0 2 0 1 0 2 0 1 0 56 +1 0 0

岩 手 県 22 -1 14 +1 9 -1 7 0 1 -1 1 0 54 -2 1 0

宮 城 県 58 -3 9 0 1 +1 3 0 0 -1 3 0 74 -3 0 0

秋 田 県 25 0 8 0 4 0 1 0 0 0 1 0 39 0 0 0

山 形 県 36 -6 14 0 5 +2 1 0 2 0 0 0 58 -4 0 0

福 島 県 7 0 16 -1 5 +1 0 0 2 0 4 0 34 0 0 0

茨 城 県 60 -4 32 -3 4 -2 1 0 6 -2 2 0 105 -11 1 0

栃 木 県 56 -7 16 -4 10 +1 5 +1 1 -1 0 0 88 -10 1 0

群 馬 県 7 -7 26 0 12 +1 4 -2 2 -2 0 -1 51 -11 0 0

埼 玉 県 79 -20 48 -6 16 0 9 0 12 -3 11 +1 175 -28 2 0

千 葉 県 54 -1 46 -1 7 -1 6 0 14 0 7 +1 134 -2 7 0

東 京 都 148 -13 113 -7 50 -1 53 0 60 -2 28 -1 452 -24 21 0

神奈川県 103 -10 64 -5 28 -1 25 0 24 -5 12 -1 256 -22 11 0

新 潟 県 67 -8 21 0 5 0 6 0 9 0 4 0 112 -8 0 0

富 山 県 46 -4 16 0 6 0 4 0 7 +1 2 0 81 -3 1 0

石 川 県 24 -12 18 -2 3 0 5 0 1 +1 1 0 52 -13 1 0

福 井 県 18 0 8 0 6 -2 3 0 1 -1 2 0 38 -3 0 0

山 梨 県 10 +1 9 -1 3 -1 1 0 1 -1 0 0 24 -2 2 0

長 野 県 64 -5 15 0 6 +1 1 0 6 0 0 0 92 -4 0 0

岐 阜 県 36 -15 19 -1 3 0 1 0 1 0 1 0 61 -16 0 0

静 岡 県 53 -6 20 +2 13 +1 4 -2 8 +1 4 0 102 -4 1 0

愛 知 県 65 -2 25 +1 12 -2 13 0 8 +1 4 0 127 -2 3 0

三 重 県 72 -6 15 -1 7 0 2 0 3 0 2 -1 101 -8 0 0

滋 賀 県 43 -6 23 0 11 +1 5 0 5 0 0 0 87 -5 0 0

京 都 府 33 -9 23 -1 5 +1 1 0 7 0 2 +1 71 -8 0 0

大 阪 府 125 -20 77 +4 17 -1 17 0 28 -4 6 0 270 -21 4 0

兵 庫 県 122 -13 78 -2 15 -4 14 -2 16 -5 5 0 250 -26 8 0

奈 良 県 35 -8 9 -2 5 +1 3 0 4 -2 1 0 57 -11 0 0

和歌山県 21 -4 7 +1 5 0 3 0 0 -1 0 0 36 -4 0 0

鳥 取 県 17 -1 8 -1 1 -1 0 0 0 0 0 0 26 -3 0 0

島 根 県 36 -1 27 +4 6 0 4 0 0 0 1 0 74 +3 0 0

岡 山 県 51 +12 45 +3 5 -1 4 0 1 -1 1 0 107 +13 2 0

広 島 県 93 +8 49 -5 9 0 11 0 11 0 2 0 175 +3 1 0

山 口 県 33 +1 24 -1 9 -1 6 0 1 0 1 0 74 -1 2 0

徳 島 県 10 0 4 +1 5 0 1 0 2 0 2 0 24 +1 1 0

香 川 県 20 -3 18 -2 7 0 4 +1 1 0 0 0 50 -4 1 0

愛 媛 県 24 -3 19 -1 2 -1 2 0 0 -1 0 0 47 -6 2 0

高 知 県 20 -1 6 -1 4 0 0 0 2 0 0 0 32 -2 0 0

福 岡 県 61 -2 41 -3 6 +1 6 0 12 -2 3 0 129 -6 2 0

佐 賀 県 13 +2 6 0 6 +1 1 0 0 0 0 0 26 +3 0 0

長 崎 県 13 +1 13 -1 1 0 0 0 1 0 0 0 28 0 0 0

熊 本 県 15 +2 9 0 2 0 4 0 2 +1 2 0 34 +3 0 0

大 分 県 9 -3 11 0 2 0 1 0 4 -1 1 0 28 -4 0 0

宮 崎 県 11 -1 6 0 3 0 1 0 0 0 0 0 21 -1 0 0

鹿児島県 16 +2 11 -1 4 0 4 -1 2 0 0 -2 37 -2 2 0

沖 縄 県 32 -3 13 0 5 0 0 0 0 0 0 0 50 -3 0 0

合　　計 2,062 -197 1,160 -42 357 -9 251 -4 274 -31 118 -3 4,222 -286 78 0

注）S級エリートコーチの合計には、海外の1人が含まれる

注）2019年4月1日より日本スポーツ協会公認指導者資格の名称が変更となりました

*1  コーチ1(旧資格名：指導員) *3 コーチ3(旧資格名：コーチ)
*2 コーチ2(旧資格名：上級指導員) *4 コーチ4(旧資格名：上級コーチ)

日本テニス協会（2021)

公認指導者地域



20 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 

令和３年度 テニス環境等実態調査 報告書 

令和４年（2022 年）3 月 

発行者 公益財団法人日本テニス協会 

〒160-0013 東京都新宿区霞ヶ丘町 4-2  Japan Sport Olympic Square 7 階 

電話：03-6812-9271 

E-mail：mail@jta-tennis.or.jp 

URL: http://www.jta-tennis.or.jp/  

 

編集 株式会社日本リサーチセンター 

:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


